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　菅内閣は、内閣改造を行った。同時に、24日から6月22日まで150日間に及ぶ通常国会に入ることも決定した。

いよいよ激動の国会が始まろうとしている。小沢元代表の国会での政治倫理審査会への出席問題はさておき、仙谷官房長官と馬淵国土交通大臣の問責問題は、内閣改造によってとりあえず入口の混乱はクリアーされ、国会開会の10日前までに議事運営委員会理事会に国会開会日程を報告する官房長官が枝野大臣に交代したことで進められ、理事会で24日の国会開会が決定されることになった。

残るは、衆参のねじれによる予算関連法案の扱いが、スムースに通るかどうかの問題になってくる。

社会保障と税制改革に関する与野党協議の呼びかけも、今のところ野党側が応じる気配を示していない。

今後の国会の動向は、まことに不透明であり、どのような展開になっていくのか、日本の政治はまさに一寸先は闇なのだ。

■内閣支持率の向上こそ求められている

　さて、内閣改造である。参議院の問責決議が可決されたことによって問責を受けた2人の大臣が辞任をさせられたことは間違いなく、憲法上の規定からみて参議院が問責したからと言って辞任する必要性はなく、もしこれからも次々と問責が可決していけば、参議院が衆議院以上の権限を持ってしまうという憲政上の問題点については、前号まで述べてきたとおりである。

今後、参議院の問責に対しては、内閣としてどのように対応すべきなのか、きちんとした方針を確立しておくべきであろう。

問題は、内閣支持率が低い中での問責の扱いであっただけに、苦渋の選択を迫られたとみるべきであろう。やはり、20％台にまで落ち込んだ支持率をいかに回復させていくか、国会での論戦だけでなく、内政や外交面での安定感のある政策を丁寧に打ち出し、タウンミーティングや各種会合などで全党一丸になって国民に訴えていく必要があろう。

■改造内閣の注目点、与謝野経済財政担当大臣

　そうした中で、内閣改造の一番の注目点は与謝野経済財政担当大臣の入閣であろう。

注目されているのは、第一に自由民主党時代に民主党が政権交代を成し遂げた時に激しく民主党批判を展開され、わざわざ新書まで発刊されて批判されていた方が、今回立ち上がれ日本を脱藩され、無所属ながら入閣されたという点であろう。

しかも、選挙区が東京1区で海江田大臣との一騎打ちで負けたものの、比例代表で勝ち上がってこられたわけで、自民党などの野党のみならず、民主党内からも批判が根強くあるようだ。

もう一つは、今回の担当が、社会保障・税一体改革と少子化対策、男女共同参画問題も担当されるという点であろう。

今度の内閣改造で、菅総理が一番力を入れられたのが「社会保障・税一体改革」であり、その課題を与謝野大臣に託されたのだ、ということである。与謝野大臣も、なぜ今回菅政権に入閣されたのか、マスコミの質問に答えて「菅総理が改革を本気で実現したいと思っておられる」ことを挙げられており、今日の財政や社会保障が置かれている状況がサステナビリティを失いつつあることに対して、何とかしなければ、という強い憂国の思いを抱かれての登場なのだと推察している。

もし、民主党政権が鳩山総理の下で、依然として「4年間は消費税を上げない」という姿勢のままであれば、おそらく一人だけで、いろいろと批判されることがわかっている中で入閣されるという行動には至らなかったのでは、と想像するのだが、どうだろうか。

■再分配政策重視の与謝野大臣

実は、今から2年前の国会での論戦で、当時財務大臣で在った与謝野大臣と財政論議をした際に、「自由民主党は、社会民主主義の政党だ」という発言をされたとき、「ええ！？」と驚くと同時に、与謝野大臣は所得再分配政策を強化する必要性を強調され、自民党内の「上げ潮派」との激しい戦いを進めておられるのだ、という思いを強くしたのを印象深く思い出している。

まさに、小生なども同じ思いを強くしているだけに、今回の与謝野大臣の入閣とともに、社会保障・税一体改革を担当されることに対して、心より歓迎するとともに、この一体改革を推進してきた「政府・与党社会保障改革検討本部」の事務局長として、この上ない強力なリーダーが出現されたことをこころから喜びたい。

今後の直面する課題は、おそらく社会保障改革の姿を描くとともに、それに必要な財源と税制改革を打ち出さなければならないわけで、閣内はもちろん与党内でもこれまで十分な論議がなされていないだけに、その政策内容の意思統一こそ問われているといえよう。

いよいよ難局が待ち受けており、急がねばならない。それにしても、藤井元財務大臣が官房副長官になられた人事には驚かされた。

官房長官をなさってもよい方だけに、副長官とは、という思いだが、考えてみれば枝野長官が46歳という史上最年少であるだけに、補佐役として老練で重厚な藤井元大臣が必要なのかもしれない。

これで、藤井官房副長官も入れれば財務大臣経験者が菅総理、野田大臣を入れて4名閣内にいるという、まことに財政問題に精通された方たちによって支えられる内閣といえよう。

それだけ、財政問題が深刻になっているともいえるのだ。

■韓国でも受験生の一番の希望は医学部という背景は

　ちょうど共通一次テストの時期である。ハジュン・チャンというケンブリッジ大学准教授の書かれた『世界経済を破綻させる23の嘘』（徳間書店）という本を読んだ。著者は、お隣の韓国人エコノミストであるが、なかなか好著でありお勧めしたい。

そのなかで、韓国経済は日本以上に労働の規制緩和が進められ、不安定雇用労働者の占める比率がついに60％台まで増大しているという（日本では30％台）。

そうすると、韓国での若者は、大学の受験では優秀なものほど医学部に進学するそうだ。

なぜなら、現代やサムソンといった大手企業に就職しても、いつ解雇されるかもしれない不安定さの中にあるわけで、安定した資格である医者という職業に殺到しているのだという。こうした現象は、韓国ほどひどくはないのかもしれないが、日本でも見られる光景であり、果たして偏差値で見た秀才が、すべて医者の適性を持っているともいえないわけで、労働力の効果的な配分にマイナスの影響をもたらしつつあるといえるのではなかろうか。

日本経済の発展にとって、まことに深刻な状況だといえよう。この著者は、新自由主義に対するまことに鋭い批判をわかりやすく展開している。

ノーベル経済学賞にアジアでは一番近いといわれているようだ。

